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 1．交通からみた国土の現状と課題 

 

＜第 1 章の要旨＞ 

第 1章では、「交通からみた国土の現状と課題」について、以下の 10 項目に亘って記す。

モビリティの向上の観点から「①地域間格差の是正」や「②国土の一体化」に関わる課

題に対応するとともに「③複数都府県からなる欧州中規模一国に匹敵する広域的なブロッ

ク形成の動き」や「④複数の市町村にまたがる生活圏形成の動き」に対応した取り組みを

行う必要がある。 

また、幹線交通ネットワークの未完の状況による「⑤日本列島の時間距離の歪み」の拡

大や、中山間地域を中心とした耕作放棄の拡大や集落衰退の同時進行により、「⑥国土管理

問題が顕在化」してきている。国際的な視点に立てば、東アジア諸国の経済的台頭による

「⑦わが国の国際ゲートウェイ機能」の「競争力の低下」に歯止めをかける必要がある。

さらに、地震などの災害の脅威に常にさらされている脆弱な国土条件への対処など「⑧安

全・安定面で課題を残す国土空間」や、高齢社会に対応できるユニバーサルデザインに基

づく「⑨移動の安全と自律移動性の向上」などに対応できる社会基盤の再構築が必要とな

っている。 

以上のような現状と課題に対応していくためには、地域の主体的な取り組みを通じ、一

体感と独自性を有する自立した『地域ブロック』を形成し、そのもとに多様性のある『生

活圏域』と多面的な機能を保持する『自然共生地域』が相互に「⑩交流・連携しあってい

くという国土観の醸成」が期待される。 
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①地域間格差の是正 

1962 年以降の五次にわたる全国総合開発計画は、人口と産業の大都市圏への過度の集

中による弊害と地域間格差を是正し、「国土の均衡ある発展」を図るために、長期的か

つ国民経済的視点に立った国土総合開発の方向性をそれぞれの時代背景をもとに明ら

かにしてきた。 

その結果、それぞれの計画に基づく地域振興、社会資本整備などによって、所得水準

や生活水準は大幅に向上した。これに伴い、一人あたりの県民所得など都道府県程度の

地域単位でみた場合の地域間格差は、相当程度是正されてきたといえる。 

今後は、それぞれの地域の多様な人々の社会参画により、地域の特性を活かした地域

づくりを行うことで、世代間や個人間の格差是正を図ることも重要である。このような

地域づくりの取り組みを通じ、経済面のみならず日常生活の利便性、医療、福祉サービ

ス、教育の機会など生活の質の面でも、地域間の格差を是正していく必要がある。 

 

  図表－1.①.1 地域間所得格差の推移       図表－1.①.2 一人あたり GDP の地域間格差国際比較 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 
 
   

 

図表－1.①.3 我が国のフリーター・ニート人口の経年推移 
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注1）国民生活白書による「フリーター」とは、学生、主婦を除く若

年層のパート・アルバイト者（派遣等を含む）及び働く意志

のある無職の人。 

注２）各年無業者に関する調査による「ニート」とは、学生、主婦

を除く無業者のうち、就業を希望しながら仕事を探していな

い「非求職型」と、就業希望を表明していない「非希望型」の

合計。 

注３）共に対象年齢層は15～34歳。 

 
出典：「国民生活白書」「若年無業者に関する調査（中間報告）」 

をもとに作成 

出典：国土交通省国土計画局資料
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注１）国内の 1 人あたり GDP の地域間格差を表す指数 

注２）下線は G7 各国 
出 典 ： OECD 行 政 管 理 ・ 地 域 政 策 局 「 Territorial Disparity and 

Geographic Concentration(2003)」をもとに作成 

注１）ジニ係数とは、分布の偏りを表す指数であり、0 から 1 までの値をとり、1

に近いほど地域間の格差が大きいことを示している。 

注２）1955 年度から 1970 年度までの沖縄県の人口は、1955 年、60 年、65

年、70 年の数値をもとに算出した 5 年間の平均増加率により推計した。

注３）県民所得は、1955 年度から 1991 年度までが、68SNA、1992 年度以降

が 93SNA に基づく数値である。 

注）下記図表については参考資料を参照 

図表－参 1.①.1 世代間の賃金上昇曲線の相違 

図表－参 1.①.2 三大都市圏の転入超過数の推移 
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 ②国土の一体化 

1950 年以降、関門海峡、青森・函館間、本州・四国間の道路、鉄道が整備され､主要

4島が陸上交通や航空ネットワークなどを含む複数交通機関で結ばれた。 

物理的には国土の一体化が相当程度進んだ結果､全国１日交通圏内の人口は 1965 年

には全国平均で約 30％であったが､2003 年には約 60％に向上した。 

こうした全国幹線交通ネットワークの整備によって、地域間の交流・連携が一定程度

深まってきたが、今後ともそれぞれの地域の特性を活かし、広域的な相互補完関係を高

めていくために、ネットワークを完結するとともに、移動にかかるコストの低減や所要

時間の短縮を図るなど、より一層ネットワーク効果が発現するよう努める必要がある。 

 

図表－1.②.1 わが国の交通ネットワークの変遷 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表－1.②.2 全国１日交通圏の達成状況 

出典：長距離フェリー寄港港湾は「運輸白書（昭和 45 年）」「港湾要覧(1990 年)」「数字で見る港湾 2000」をもとに作成
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神戸－鳴門ルート 1998 年全通（神戸－徳島間 270 分→100 分 170 分短縮）

尾道－今治ルート 1999 年全通（尾道－今治間 160 分→ 80 分  80 分短縮）
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 ③複数都府県からなる欧州中規模一国に匹敵する広域的なブロック形成の動き 

1990 年頃を境として、それまでの縦断系の幹線交通体系の整備から、横断系のネット

ワークの整備に重点が移った。その結果、脊梁山脈をまたぎ、県境を越えた交流・連携

が進み、これにより国民の「地域連携のあり方」、「圏域意識」も変わりつつある。 

この間の幹線道路ネットワークの整備に伴う交通流動の変化をみると、人口・経済規

模が概ね欧州の中規模一国に匹敵する、複数都府県にまたがる規模の 8～9 つのブロッ

クの形成がみてとれるようになった。また、それぞれの広域的なブロック（以下、『地

域ブロック』と称する）の核となる都市の拠点性も高まってきている。今後は、『地域

ブロック』内の交通ネットワーク形成によるモビリティの向上に重点をおいた整備が必

要である。 

 

図表－1.③.1 高速道路利用の最大流動先 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   出典：国土交通省政策統括官付政策調整官室作成 

(総流動量に内々交通量は含まない)
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※北陸の5都市圏の中心性は金沢市圏にあるが、

5都市圏全体としては、京阪神地域への流動性が高い。

82都市圏

全車・平日

（総流動量に内々交通量は含まない）
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※中京と京阪神間は高速道路の利用交通量からは互いに
最大流動先であるが、鉄道利用の流動先をみると、中京は
京浜葉との結びつきが強いなど高速道路の流動のみで判
断できないことから、それぞれ独立のブロックとする。

：最大交通流動先である関係

：相互に最大流動先
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※北陸の5都市圏の中心性は金沢市圏にあるが、

5都市圏全体としては、京阪神地域への流動性が高い。
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※中京と京阪神間は高速道路の利用交通量からは互いに
最大流動先であるが、鉄道利用の流動先をみると、中京は
京浜葉との結びつきが強いなど高速道路の流動のみで判
断できないことから、それぞれ独立のブロックとする。

：最大交通流動先である関係

：相互に最大流動先
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徳島→高松徳島→京阪神徳島

各都市圏→広島各都市圏→京阪神岡山・倉敷、福山、広島、
松江

1999年1990年都市圏名・地域名

松本←→長野各都市圏→東京松本・長野

秋田→仙台秋田→東京秋田

徳島→高松徳島→京阪神徳島

各都市圏→広島各都市圏→京阪神岡山・倉敷、福山、広島、
松江

1999年1990年都市圏名・地域名

1990年の最大流動先と1999年の最大流動先の主要変更点

松本←→長野各都市圏→東京松本・長野

秋田→仙台秋田→東京秋田

徳島→高松徳島→京阪神徳島

各都市圏→広島各都市圏→京阪神岡山・倉敷、福山、広島、
松江

1999年1990年都市圏名・地域名

松本←→長野各都市圏→東京松本・長野

秋田→仙台秋田→東京秋田

徳島→高松徳島→京阪神徳島

各都市圏→広島各都市圏→京阪神岡山・倉敷、福山、広島、
松江

1999年1990年都市圏名・地域名

1990年の最大流動先と1999年の最大流動先の主要変更点

松本←→長野各都市圏→東京松本・長野

秋田→仙台秋田→東京秋田

徳島→高松徳島→京阪神徳島

各都市圏→広島各都市圏→京阪神岡山・倉敷、福山、広島、
松江

1999年1990年都市圏名・地域名

松本←→長野各都市圏→東京松本・長野

秋田→仙台秋田

松本←→長野各都市圏→東京松本・長野

秋田→仙台秋田→東京秋田

徳島→高松徳島→京阪神徳島

各都市圏→広島各都市圏→京阪神岡山・倉敷、福山、広島、
松江

1999年1990年都市圏名・地域名

松本←→長野各都市圏→東京松本・長野

秋田→仙台秋田→東京秋田

徳島→高松徳島→京阪神徳島

各都市圏→広島各都市圏→京阪神岡山・倉敷、福山、広島、
松江

1999年1990年都市圏名・地域名

1990年の最大流動先と1999年の最大流動先の主要変更点

松本←→長野各都市圏→東京松本・長野

秋田→仙台秋田→東京秋田

徳島→高松徳島→京阪神徳島

各都市圏→広島各都市圏→京阪神岡山・倉敷、福山、広島、
松江

1999年1990年都市圏名・地域名

松本←→長野各都市圏→東京松本・長野

秋田→仙台秋田→東京秋田

徳島→高松徳島→京阪神徳島

各都市圏→広島各都市圏→京阪神岡山・倉敷、福山、広島、
松江

1999年1990年都市圏名・地域名

1990年の最大流動先と1999年の最大流動先の主要変更点1990 年と 1999 年の最大流動先の主要変更点 

（総流動量に内々交通量は含まない）

那
覇
．
沖
縄
．
浦
添
市
圏 

1990 年 

1999 年 

1990 年 1999 年

「1990 年度全国高速道路自動車起終点調査」

「1999 年度全国高速道路自動車起終点調査」 

那
覇
．
沖
縄
．
浦
添
市
圏 
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図表－1.③.2 交通流動からみた広域的なブロックの形成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「1999 年度全国高速道路自動車起終点調査」をもとに作成 

図表－1.③.3 九州とオランダの比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「Road Atlas Europe」等をもとに作成 

■九州とオランダの人口、面積、GDP 等（2002 年） 

人口
（万人）

面積
（km2）

GDP
（100万米ドル）

地形の特徴

九州 1,345 42,170 344,824 中央部に山地
オランダ 1,610 41,526 417,843 平坦な地形  

注）オランダの面積は 2001 年値 

注）空港は国際定期便のある空港 

出典：「世界の統計 2003、2004」「地域経済総覧 2005」「全国都道府県市区町村別面積調査」「県民経済計算年報 2005」をもとに作成

オランダ九 州 
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 ④複数の市町村にまたがる生活圏形成の動き 

モータリゼーションの進展などにより、国民の日常生活＊の行動範囲の広域化などを

背景とし、生活の拠点となる人口 10 万人程度以上の都市から、交通 1 時間圏内にある

複数の市町村にまたがる、人口規模が 30 万人前後のまとまりを目安とした圏域（以下、

『生活圏域』と称する）は、全国で 82 となる。この圏域は国土面積の 55％で、圏域内

に全人口の約 90％が居住している。 

それぞれの圏域はほぼ同一の水共同域＊にあり、自然、歴史、文化など生活を取り巻

く環境を概ね共有している。また、圏域内に居住する人々は概ね域内に通勤・通学先を

求め、医療、買物、公共サービスなど都市的サービスも概ね圏域内で享受できている。 

よって、拠点性のある都市から交通 1時間圏で 30 万人前後のまとまりを一つの単位と

した圏域が形成されつつあるといえる。 

なお、『生活圏域』には、圏域内に複数の都市が存在する構造（ポリセントリック）、

中心都市に一極集中している構造（モノセントリック）など多様な形態が見られること

から、『生活圏域』の交通ネットワークについては、将来的な圏域構造を見据えた検討

を行う必要がある。 

 

図表－1.④.1 交通 1 時間圏・人口 30 万人前後の都市圏（82 都市圏） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 出典：NITAS 利用により作成 

1,678 

(69.4％) 

116,717 

(92.0％) 
21.9

(58.9％) 

 市町村数 人口（千人） 面積（万km2）  

全国 3,229 126,926 37.2 
2000.10.1現在 

市町村合併前 2,123 

(65.7％) 
115,368 

(90.9％) 
20.3 

(54.6％) 
2000.10.1現在 

都
市
圏
内 (参考) 

市町村合併後 
1,678 

(69.4％)※ 
116,717 

(92.0％) 
21.9 

(58.9％) 
2005.4.1現在 
※全市町村数：2,418 

注）人口は 2000年国勢調査速報値（カッコ内は対全国比） 

1,656
2,396

3,228

(65.8%) 
2005.3.31 現在

(69.1%※) 

全国 

市町村合併前 

（参考） 
市町村合併後 

都
市
圏
内

2005.3.31 現在 

※全市町村数：2,396

2000.10.1 現在

2000.10.1 現在
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図表－1.④.2 82 都市圏と水共同域圏の関係 

 

図表－1.④.3 82 都市圏と内々通勤率の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

水共同域：水資源を一体的に活用している圏域 

出典：「平成 12 年国勢調査従業地・通学地集計（その１）」をもとに作成 

・ ８２都市圏のうち８０都市圏が自都市圏内通勤率８０％を確保している。

（圏域数）

沼津・三島

高知

旭川

札幌

函館

八戸

青森

秋田

盛岡

仙台

新潟

山形福島

郡山

いわき

宇都宮

前橋・高崎・
伊勢崎

京浜葉
甲府

静岡・焼津・藤枝

浜松

津・松阪

中京

京阪神

和歌山

徳島

高松
松山

熊本

宮崎

大分・別府

長野
松本富山

金沢

福井
鳥取

岡山・
倉敷

松江

福山

広島

山口・防府

北九州・福岡
・下関・春日

佐世保

佐賀

長崎

鹿児島

水戸・ひたちなか

豊川・豊橋

室蘭

釧路
帯広

北見

苫小牧

弘前

酒田・鶴岡

会津若松

日立

つくば・土浦

足利・桐生・大田・熊
谷・深谷

小山

長岡

上越

高岡

小松

上田

宇部

米子

橿原

彦根

伊勢
富士宮・富士飯田

徳山 岩国

今治

新居浜
大牟田

八代

都城

延岡

沼津・三島

高知

旭川

札幌札幌

函館

八戸八戸

青森

秋田秋田

盛岡盛岡

仙台

新潟新潟

山形福島

郡山

いわきいわき

宇都宮宇都宮

前橋・高崎・
伊勢崎

京浜葉
甲府

静岡・焼津・藤枝

浜松

津・松阪

中京

京阪神

和歌山

徳島

高松
松山

熊本

宮崎

大分・別府

長野
松本富山

金沢

福井
鳥取

岡山・
倉敷

松江松江

福山

広島

山口・防府

北九州・福岡
・下関・春日

佐世保

佐賀

長崎

鹿児島

水戸・ひたちなか

豊川・豊橋

室蘭

釧路
帯広

北見

苫小牧

弘前

酒田・鶴岡

会津若松

日立

つくば・土浦

足利・桐生・大田・熊
谷・深谷

小山

長岡

上越

高岡

小松

上田

宇部

米子

橿原

彦根

伊勢
富士宮・富士飯田

徳山 岩国

今治

新居浜
大牟田

八代

都城

延岡

・都市圏内々通勤率が８０％を切る都市圏は
　 京浜葉大都市圏と京阪神大都市圏に隣接する
　 都市圏である。

都市圏内々通勤率（％）

都市圏内々通勤率が低い都市圏（80％未満）

都市圏内々通勤率 （２０００年）

1 1
13

20

47

0

10

20

30

40

50

60

60-70% 70-80% 80-90% 90-95% 95-100%

１％ １％

１６％

２５％

５７％

摘要
　人口

カバー率

京阪神大都市圏に隣接する。６４％橿原市圏

京浜葉大都市圏に隣接する。７８％小山市圏

都市圏名 摘要
　人口

カバー率

京阪神大都市圏に隣接する。６４％橿原市圏

京浜葉大都市圏に隣接する。７８％小山市圏

都市圏名

８２都市圏と
都市圏内々通勤率の関係
　　　　　　　（２０００年）

那覇・沖縄・浦添那覇・沖縄・浦添

31
37

10
4

0

5

10

15

20

25

30

35

40

100%100～80%80～60%60～40%

（圏域数）

沼津・三島

高知

旭川

札幌

函館

八戸

青森

秋田

盛岡

仙台

新潟

山形福島

郡山

いわき

宇都宮

前橋・高崎・伊
勢崎

京浜葉
甲府

静岡・焼津・藤枝

浜松

津・松阪

中京

京阪神

和歌山

徳島

高松
松山

熊本

宮崎

大分・別府

長野
松本富山

金沢

福井
鳥取

岡山・
倉敷

松江

福山

広島

山口・防府

北九州・福岡
・下関・春日

佐世保

佐賀

長崎

鹿児島

水戸・ひたちなか

豊川・豊橋

室蘭

釧路

帯広

北見

苫小牧

弘前

酒田・鶴岡

会津若松

日立

つくば・土浦

足利・桐生・大田・熊谷・
深谷小山

長岡

上越

高岡

小松

上田

宇部

米子

橿原

彦根

伊勢
富士宮・富士飯田

徳山 岩国

今治

新居浜

大牟田

八代

都城

延岡

沼津・三島

高知

旭川

札幌札幌

函館

八戸八戸

青森

秋田秋田

盛岡盛岡

仙台

新潟新潟

山形福島

郡山

いわきいわき

宇都宮宇都宮

前橋・高崎・伊
勢崎

京浜葉
甲府

静岡・焼津・藤枝

浜松

津・松阪

中京

京阪神

和歌山

徳島

高松
松山

熊本

宮崎

大分・別府

長野
松本富山

金沢

福井
鳥取

岡山・
倉敷
岡山・
倉敷

松江松江

福山

広島

山口・防府

北九州・福岡
・下関・春日

佐世保

佐賀

長崎

鹿児島

水戸・ひたちなか

豊川・豊橋

室蘭

釧路

帯広

北見

苫小牧

弘前

酒田・鶴岡

会津若松

日立

つくば・土浦

足利・桐生・大田・熊谷・
深谷小山

長岡

上越

高岡

小松

上田

宇部

米子

橿原

彦根

伊勢
富士宮・富士飯田

徳山 岩国

今治

新居浜

大牟田

八代

都城

延岡

80～100%60～80%40～60%

・ 都市圏が複数の水共同域圏で分かれる場合は、
都市圏が水系の合流する河口部や複数の
中心市から構成される都市圏の場合である。

尾根により水共同域圏が分断されて
いる

54%大牟田市圏

県境で２つの水共同域圏に分かれて
いる

59%都城市圏

摘要
人口

カバー率

山口市が内陸にあり分水嶺を含む（３

つに分かれている）
48%山口・防府市圏

岡山・倉敷各市に河口がある52%岡山・倉敷市圏

都市圏名

尾根により水共同域圏が分断されて
いる

54%大牟田市圏

県境で２つの水共同域圏に分かれて
いる

59%都城市圏

摘要
人口

カバー率

山口市が内陸にあり分水嶺を含む（３

つに分かれている）
48%山口・防府市圏

岡山・倉敷各市に河口がある52%岡山・倉敷市圏

都市圏名

・ ８２都市圏のうち６８都市圏（８３％）は、人口の８０％以上が
同一の水共同域でカバーされている。

同一水共同域圏の都市圏人口カバー率と圏域数

（同一水共同域圏の都市圏人口カバー率）

同一水共同域圏の都市圏人口カ
バー率が低い都市圏（６０％以下）

８２都市圏と水共同域圏の関係

３８％

４５％

１２％

５％

100%

82 都市圏

人口カバー率80％以上

人口カバー率80％未満

凡例

水共同域〔全国８８地域）より作成

那覇・沖縄・浦添那覇・沖縄・浦添

出典：水共同域（全国 88 地域）をもとに作成 
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図表－1.④.4 基本的利便性増進機能に関する都市圏の充足度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国土交通省政策統括官付政策調整官室作成 

 

図表－1.④.5 中心市からの 1 時間圏域人口に占める各所要時間圏域人口の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：NITAS 利用により作成 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

３０万人以上

97% 83%93%

８２都市圏 ３０万人未満
（７大都市圏※を除く）

基本的利便性増進機能
に関する都市の充足度（％）

※京浜葉，京阪神，中京，
北九州，札幌，仙台，
広島大都市圏

７５
都市圏

５８
都市圏

１０
都市圏

６３
都市圏中

１２
都市圏中

８２
都市圏中

7大都市圏

2都市圏

5都市圏7都市圏

７
都市圏

7
都市圏中

100%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

３０万人以上

97% 83%93%

８２都市圏 ３０万人未満
（７大都市圏※を除く）

基本的利便性増進機能
に関する都市の充足度（％）

※京浜葉，京阪神，中京，
北九州，札幌，仙台，
広島大都市圏

７５
都市圏

５８
都市圏

１０
都市圏

６３
都市圏中

１２
都市圏中

８２
都市圏中

7大都市圏

2都市圏

5都市圏7都市圏

７
都市圏

7
都市圏中

100%

注）基本的利便増進機能：下記の機能を持つ施設
①公共サービス：保健所、ﾊﾛｰﾜｰｸ、税務署、登記所、

簡易裁判所
②公共交通（航空便、新幹線、有料特急、

高速・長距離バス）の合計 往復便数12以上

③医療：診療１６科目、救命救急センターまたは救急告示病院
④商業（床面積１万m3以上の百貨店等）

※ 基本的利便施設の定義は国土計画局資料に基づいた

基本的利便増進機能に
１時間以内で到達できる都市圏の充足度

基本的利便増進機能には
１時間以内で到達できない都市圏の充足度

基
本
的
利
便
性
増
進
機
能
に
関
す
る 

都
市
圏
の
充
足
度
（％
） 
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図表－1.④.6 都市機能等が中心都市に一極集中している構造（モノセントリック）と 

複数の都市が相互に機能を補完し合う構造（ポリセントリック）の概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国土交通省政策統括官付政策調整官室作成 
 

コラム ポリセントリック型都市構造の例（ランドシュタット） 

   

ヨーロッパのランドシュタット（オランダ）、ルール地方（ドイツ）などは、ポリセント

リック型の、分散して存在する複数の都市を公共交通ネットワークなどで結びつけ、居住

者のテリトリーを広げ、交流を促し、経済成長を遂げている地域である。そして、一つ一

つの都市はコンパクトシティをめざし、周辺に緑のエリアを残し、環境や景観にも配慮し

た美しいまちづくりが進められている。 
 

ランドシュタットの主要都市と幹線交通ネットワーク 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・各エリア間で容易にアクセスできる都市配置となっている。 
・各都市内では LRT 等の公共交通網が整備されている。 
・中央の緑地帯（グリーンハート）は野放図な都市の拡大を抑制するため開発を禁止している。 

ランドシュタットの主要都市 

◆アムステルダム 
人口 72 万人 
商業、金融の中心 
空港ゲートウェイ（スキポール 
空港：旅客数欧州第 4位） 
 アムステルダム市内の LRT

■ 都市機能等が中心都市に一極集中している 

構造（モノセントリック） 
■ 複数の都市が相互に機能を補完し合う構造 

（ポリセントリック） 

中 心 都 市

周 辺 市 町 村 等

中 心 都 市 に て通 勤 ・通
学 、医 療 、買 物 、公 共
サ ー ビ スなど都 市 的
サ ー ビ スの 享 受

個 性 の 異 なる 中 心 都 市

都 市 機 能 の
分 担 及 び 連 携

周 辺 市 町 村 等

生 活 圏 域 生 活 圏 域

十勝支庁

釧路支庁

帯広市

帯広生活圏

静岡市

旧清水市

藤枝市 焼津市
島田市

静岡生活圏

標高

500m～1000ｍ

1000ｍ以上

0

50000

100000

150000

200000

250000

流動量（台／日）

全目的

道路交通センサス 平日・全車種計　1999年

島
田
市

藤
枝
市

岡
部
町

大
井
川
町

焼
津
市

静
岡
市

清
水
市

由
比
町

蒲
原
町

芝
川
町

富
士
市

富
士
川
町

金
谷
町

吉
田
町

榛
原
町

菊
川
町

掛
川
市

袋
井
市

島
田
市

藤
枝
市

岡
部
町

大
井
川
町

焼
津
市

静
岡
市

清
水
市

由
比
町

蒲
原
町

芝
川
町

富
士
市

富
士
川
町

金
谷
町

吉
田
町

榛
原
町

菊
川
町

掛
川
市

袋
井
市

最大流動先

相互に最大流動先

流動先のつながり

最大流動先

相互に最大流動先

流動先のつながり

■自動車の流動先からみた市町村間のつながり

0

20000

40000

60000

80000

100000

120000

140000

(台
/
日

)

道路交通センサス 平日・全車種計　1999年

新
得
町

上
士
幌
町

鹿
追
町

士
幌
町

清
水
町

中
札
内
町

芽
室
町

音
更
町

帯
広
市

大
樹
町

広
尾
町

幕
別
町

池
田
町

更
別
村

豊
頃
町

忠
類
町

足
寄
町

本
別
町

浦
幌
町

陸
別
町

新
得
町

上
士
幌
町

鹿
追
町

士
幌
町

清
水
町

中
札
内
町

芽
室
町

音
更
町

帯
広
市

大
樹
町

広
尾
町

幕
別
町

池
田
町

更
別
村

豊
頃
町

忠
類
町

足
寄
町

本
別
町

浦
幌
町

陸
別
町

全目的

流動量（台／日）

最大流動先

相互に最大流動先

流動先のつながり

最大流動先

相互に最大流動先

流動先のつながり

■自動車の流動先からみた市町村間のつながり 

0 10km0 20km

帯広生活圏域 静岡生活圏域 

◆ハーグ 
 人口 44 万人 

政治の中心 

◆ロッテルダム 
人口 59 万人 
港湾ゲートウェイ 
(ロッテルダム港：コンテナ取扱量 

EU 第 1 位 2002 年）
◆ユトレヒト 

人口 23 万人 
国内の交通の要衛、物流拠点 

帯広：１．５時間圏域
静岡：１時間圏域

市役所からの時間圏域

標高

500m～1000ｍ

1000ｍ以上

注）下記図表については参考資料を参照 

図表－参 1.④.1 人口分布のメッシュ図（2000 年） 
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⑤日本列島の時間距離の歪みの拡大 

主たる四島が、陸上交通機関などによって結ばれたものの、全国的な幹線交通ネット

ワークの整備は未だ途上にあり、整備の進んでいる太平洋側などの時間距離の短縮に比

べ、日本海側などの時間短縮が進んでいない。この結果、時間距離でみると日本列島全

体としての歪みや『地域ブロック』内での歪みが生じている。 

わが国全体としての国際競争力を高めるとともに、『地域ブロック』間の交流・連携

により、地域の潜在力を発揮し、自立した『地域ブロック』の発展を図るためには、こ

の歪みを是正する必要がある。 

 

図表－1.⑤.1 地域間の時間距離の変遷図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
0 5 10（時間）0 5 10（時間）

1995年

0 5 10（時間）0 5 10（時間）

1985年

0 5 10（時間）0 5 10（時間）

道路

鉄道

出典：東京大学社会基盤学専攻地域/情報研究室 

1965年

1955年

0 5 10（時間）0 5 10（時間）

1980年

0 5 10（時間）0 5 10（時間）

2002年

0 5 10（時間）0 5 10（時間）
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⑥中山間地域などの国土管理問題の顕在化 

国土の中には、定住面や交通面などで条件が十分に整っていないため、一定のまとま

りのある生活圏の形成には困難を伴う地域が存在する。このような地域を、本委員会で

は、『自然共生地域』と称する。（委員会での検討にあたっては、「④複数の市町村にま

たがる生活圏形成の動き」でみた 82 都市圏外の地域を『自然共生地域』とした。） 

『自然共生地域』内に居住する人口は全人口の 9％であるが、全国の国土面積に占め

る割合は 45％、耕地面積は 34％、森林面積は 52％と大きく、『自然共生地域』は、国土

保全、水循環、景観形成、食料安定供給、国民の保養、地域文化の継承など多面的な

機能を有している。 

一方で、『自然共生地域』はその多くが中山間地域＊に位置し、平坦地に比べて農業生

産面での労働生産性・土地生産性が低く、農業維持などに多大な努力を要する地域であ

る。また、周辺都市や周辺地域との連携が図りづらい場合が多く、兼業などによる他産

業からの収入の獲得が難しい状況になりつつある。このようなことから、『自然共生地

域』では、人口減少、高齢化、耕作放棄地の拡大、森林の荒廃などが同時に進行してい

る地域が多い。 

これまで、『自然共生地域』の中山間地域などを支えてきた基礎的なコミュニティの単

位は集落である。しかし、1999 年当時、過疎地域活性化特別措置法＊の指定を受けた地

域は約 5 万集落であったが、このうち、約 2,000 集落（4％）が存続できなくなる可能

性があると指摘されている。こうした集落の 87％までが 20 世帯未満の小規模集落で、

かつ 48％が地理的・地形的に末端である、交通条件の良くない地域に集中している。 

このような『自然共生地域』を中心とした集落問題は、コミュニティの維持など地域

的な問題に止まらず、治山・治水、水循環など国土管理上の問題、食料自給問題、そし

て背後の都市生活への影響など日本社会全体に関わる問題を惹起するおそれがある。 

『自然共生地域』が有する豊かな環境、自然、伝統文化は一旦、喪失すると回復が

困難なものであり、その保全について早急な対応が必要となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「国勢調査報告」「農林業センサス」等をもとに作成                出典：農林水産省ホームページをもとに作成 
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（
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性

（
万

円

／

１
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a

）

労働生産性（円／１時間） 土地生産性（万円／１ha）

図表-1.⑥.2 平地と中山間地域の農業生産性の比較 図表-1.⑥.1 自然共生地域が国土に占める割合 

9%

45%
34%

52%

91%

55%
66%

48%

人口 面積 耕地面積 森林面積

自然共生地域 82都市圏
出典：平成12年耕地

及び作付面積統計

出典：2000年世界農林業

センサス（林業編）

（％） 

100 

50 

0 

注）下記図表については参考資料を参照 

図表-参 1.⑥.1 中山間地域農地の多面的機能の評価事例 

図表-参 1.⑥.2 集落機能の消滅の危機に直面する農業集落（市町村別の農家数４戸以下の農業集落数割合） 

図表-参 1.⑥.3 集落再編についての検討動機 

図表-参 1.⑥.4 人口密度別メッシュ数の推移（1975 年と 2000 年の比較）
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図表-1.⑥.3 全国人口に占める自然共生地域内人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国土交通省政策統括官付政策調整官室作成 

 

10,402
11,114 11,509 11,147

9,333

7,377

82%

89%
90%

91%
92%

93%

0

5,000

10,000

1955年 1980年 1990年 2000年 2025年 2050年

75%

80%

85%

90%

95%

100%

※1955～2000年の市区町村人口は国勢調査時系列表をもとに作成

※将来市町村人口は「日本の将来推計人口（平成14年1月推計）」　
　 国立社会保障・人口問題研究所をもとに作成

全
国
人
口
に
占
め
る
人
口
比
率

８２都市圏人口

0.90億人

1.17億人
1.23億人

1.26億人

全国人口に占める
８２都市圏内に含ま
れる人口比率

万人

1.21億人

1.00億人

全
国
人
口

（18％）

（7％）

自然共生地域人口

図表－1.⑥.4 過疎地域集落について 

出典：国土庁地方振興局「過疎地域における 

集落再編成の新たなあり方に関する調査（H12.3）」をもとに作成 

地形・存続の困難見込からみた集落数

地形的
末端

地形的
末端でない

計

<9%> <91%> <100%>
4,325 44,364 48,689

<48%> <52%> <100%>
1,014 1,095 2,109

過疎地域
全集落数

存続が困難見込
集落数

全数 0～19 20～49 50～99 100～
(32%) (38%) (18%) (12%)

48,689 15,609 18,358 8,911 5,811

(87%) (11%) (2%) (0%)
2,109 1,838 235 30 5

過疎地域
全集落数

存続が困難見込
集落数

集落規模・存続の困難見込からみた集落数
集落世帯規模

過疎活性化特別措置法の指定（1999 年）を受けた地域（約 5 万集落）のうち、約 2,000 集落（4％）
が存続できなくなる可能性があるとされ、その87％までが20世帯未満の小規模集落。また、それ
らの集落の約半分は、地形的に末端な場所に存在。 

過疎地域集落数
集落数 人口 世帯数

- （100%） （100%）
125,570,246 43,899,923

(100%) (6%) (6%)
48,668 7,970,357 2,658,419

(4%)
2,109 59,067 22,593

注）全国値は平成７年国勢調査

全国

過疎地域

存続が困難見込
全数

全数 山間 中間 平地 都市

(81%) (14%) (5%) (0%)
2,109 1,838 235 30 5

地域区分・存続の困難見込からみた集落数
集落世帯規模

存続が困難見込
集落数
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コラム 集落消滅の可能性 

全国の市町村（2004 年 8 月 1 日時点）を対象としたアンケート調査の結果では、『自然共生地

域』の 61％の市町村で「集落消滅の可能性はある」「どちらともいえない」と回答しており、82

都市圏の回答率の 44％を上回っている。また、上記の「集落消滅の可能性がある」とした市町村

に対して実施した追加アンケートでは、集落が存続していくための最低規模は 10 戸とする回答が

約 3割と最も多く、2000 年時点の農業集落＊（全国で約 13.5 万集落）のうち約 5,000 集落がこの

最低規模（農家以外も含めた総戸数で 10 戸）を下回っている。1970 年以降集落の再編などもあ

り、農業集落数は約 8,000 減少しているが、今後こうした集落再編や集落数減少がさらに進む可

能性がある。 

 

 集落消滅の危機感をもつ自治体 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：全国市町村アンケート調査結果 （2004 年 8 月）をもとに作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 集落が存続するための最低規模 

（追加アンケート回答結果） 
 総戸数別農業集落数 

n=214

11%

29%
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13%
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11%

0% 1% 0%

6%
3%1%
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戸
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戸
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4
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戸

4
6～
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戸

5
0戸

以
上

戸　数

回
答
市
町
村
比
率

※「集落消滅の可能性がある」と回答した市町村に対する追加アン

ケートでの、「集落が存続するための最低規模」に対する回答結

果。10 戸とする回答が最も多い。 

出典：「集落消滅の可能性がある」と回答した市町村に対する追加ア

ンケート調査結果（2005年2月）をもとに作成 

※農家以外の戸数も含んだ総戸数別に見た、農林業センサスの農

業集落数の推移。2000年時点では、1970年に比べ総集落数が約

8,000減少している。 

出典：「農林業センサス（各年）」をもとに作成

0.8

0.4

0.5

0.5

0.5

0.3

0.0

0.0

1970

1980

1990

2000

100戸以上

50～99戸

10～49戸

～9戸

集落機能消失等

0 2 4 6 8 10 12 14 16
農業集落数（万）

東北地方の日本海側

道南地方

北海道の内陸部

中部地方の内陸部

半島の端部

四国の内陸部

中国地方の日本海側

京浜葉大都市圏

中京大都市圏

道東地方

○○

○○

消滅の可

消滅の可

100％

56%

29%

15%

８２都市圏

1910(100％)

984(50%)

59(31%)

388(19%)

総計

39%消滅の可能性なし

100％合計

35%どちらとも言えない
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56%

29%

15%

８２都市圏

1,910(100%)

964(50%)

591(31%)

355(19%)

総計

39%消滅の可能性なし

100%合計

35%どちらとも言えない

26%消滅の可能性あり

自然共生
地域

集落消滅に関する

自治体の回答

61%
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⑦競争力が低下するわが国の国際ゲートウェイ機能 

三大都市圏を中心に、港湾、空港の国際ゲートウェイ＊が整備されつつあるが、わが

国の外貿コンテナを扱う国際港湾は、シンガポール、高雄、釜山などと比較し、コスト、

サービス面で劣っている。 

さらに、東アジア諸国の経済発展に伴う物流量の急増、生産活動のグローバル化に伴

う SCM＊（サプライチェーンマネジメント）の普及による物流効率化へのニーズの高ま

りにより、東アジア近隣諸港が急速に台頭し、わが国主要港の地位が相対的に低下しつ

つある。また、わが国の主要港への国際基幹航路の寄港率も減少傾向にある。さらに、

首都圏、中部圏、関西圏の三大湾からのコンテナ輸送についても、釜山港など近隣の東

アジア拠点港湾を経由したフィーダー輸送を利用する割合が高まっている。 

国際空港についても、立地にあたっての地形的な要因などにより高い整備コストがか

かっていることから、東アジア近隣諸国の主要空港であるシンガポール、香港、ソウル

などに比べコスト面などで相対的に不利な面も生じている。 

東アジア諸国の成長やグローバルな競争が激化するなか、国民生活の安定や産業空洞

化の回避など地域振興、産業活性化を進めていくためには、国際ゲートウェイ機能の競

争力の低下に歯止めをかける必要がある。 

図表－1.⑦.1 東アジア域内のコンテナ流動（1998 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

               出典：国土技術総合政策研究所資料 

 

図表－1.⑦.2 日本の港湾と海外港湾の港湾コスト水準の比較 

エラー! 

 

 

 

 

 

 

 

 
注1）入港船型は3,700TEU型＝50,000G/T級（48,342G/T）とする。積卸量1200個（1800TEU）の場合。入港条件は平日（7:30着岸、

21時離岸） 

注2）港湾諸料金とは、以下の諸費用の合計である。リース料、係留施設使用量、オフィス労働者人件費、港湾労働者人件費、

荷役機械償却費、荷役機械メンテナンス費、オフドックコンテナ料、トン税、入港料、各使用料（パイロット、進路警戒船、タグ

ボート）、綱取放作業量、その他 
出典：国土交通省港湾局 
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図表－1.⑦.3 わが国の主要港の相対的地位の低下 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「CONTAINERISATION INTERNATIONAL YEARBOOK（2005,1995,1985）」をもとに作成 

 

図表－1.⑦.4 世界の主要国際空港の乗降客、貨物量ランキングの推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       出典：「航空統計要覧」、新東京国際空港公団プレスリリースをもとに作成（ICAO 国際空港ランキング） 

 

図表－1.⑦.5 東アジア～北米コンテナ航路の日本寄港率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：（株）オーシャンコマース「国際輸送ハンドブック 1989、2005」をもとに作成 

51%
(172便)

11%
(16便)

49%
(162便)

89%
(135便)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2004年

1988年

334便

151便日本へ寄港

日本寄港せず

便／月

（単位：千ＴＥＵ/年） （単位：千ＴＥＵ/年） （単位：千ＴＥＵ/年）
港　名 取扱量 港　名 取扱量 港　名 取扱量

1 ロッテルダム 2,314 1 香港 9,204 1 香港 20,449
2 ﾆｭｰﾖｰｸ/ﾆｭｰｼﾞｬｰｼﾞｰ 2,065 2 シンガポール 9,046 2 シンガポール 18,100
3 香港 1,837 3 高雄 4,636 3 上海 11,280
4 神戸 1,623 4 ロッテルダム 4,161 4 深圳 10,615
5 高雄 1,479 5 釜山 3,071 5 釜山 10,408
6 シンガポール 1,274 6 神戸 2,696 6 高雄 8,840
7 アントワープ 1,000 7 ハンブルク 2,486 7 ロサンゼルス 7,179
8 シアトル 950 8 ロサンゼルス 2,376 8 ロッテルダム 7,107
9 基隆 943 9 横浜 2,168 9 ハンブルク 6,138
10 ハンブルク 930 10 ロングビーチ 2,079 10 アントワープ 5,445
11 横浜 925 ･･

･

･･
･

･･
･

･･
･

･･
･

13 釜山 884 ･･
･

･･
･

･･
･

17 東京 1,538 17 東京 3,314
19 東京 698 ･･

･

･･
･

･･
･

22 名古屋 1,155 ･･
･

･･
･

･･
･

･･
･

･･
･

27 上海 900 27 横浜 2,505
33 大阪 356 ･･

･

･･
･

･･
･

･･
･

31 名古屋 2,074
45 名古屋 254 37 大阪 680 32 神戸 2,046

･･
･

･･
･

･･
･

114 上海 83 - 深圳 78 47 大阪 1,610

１９８３年 ２００３年１９９３年

旅客数

順位 旅客数 旅客数 旅客数
（千人） （千人） （千人）

1 ロンドン・ヒースロー 38,257 ロンドン・ヒースロー 48,275 ロンドン・ヒースロー 56,554
2 フランクフルト・マイン 23,271 フランクフルト・マイン 30,919 パリ・ｼｬﾙﾙ・ド・ｺﾞｰﾙ 43,207
3 パリ・ｼｬﾙﾙ・ド・ｺﾞｰﾙ 22,444 香港・啓徳 29,543 フランクフルト・マイン 40,536
4 香港・啓徳 22,061 パリ・ｼｬﾙﾙ・ド・ｺﾞｰﾙ 28,665 ｱﾑｽﾃﾙﾀﾞﾑ・ｽｷﾎﾟｰﾙ 39,679
5 成田 19,022 ｱﾑｽﾃﾙﾀﾞﾑ・ｽｷﾎﾟｰﾙ 27,085 香港・香港 26,752
6 ロンドン・ガトウィック 18,690 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ・ﾁｬﾝｷﾞ 23,130 ロンドン・ガトウィック 25,989
7 ｱﾑｽﾃﾙﾀﾞﾑ・ｽｷﾎﾟｰﾙ 18,609 成田 22,666 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ・ﾁｬﾝｷﾞ 23,143
8 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ・ﾁｬﾝｷﾞ 16,882 ロンドン・ガトウィック 22,029 成田 22,626
9 ﾆｭｰﾖｰｸ･ｹﾈﾃﾞｨ 15,110 ﾆｭｰﾖｰｸ･ｹﾈﾃﾞｨ 17,453 バンコク 21,252

10 チューリッヒ 12,007 バンコク・ドンムアン 16,360 ソウル・仁川 19,387

貨物取扱量

順位 貨物量 貨物量 貨物量
（千トン） （千トン） （千トン）

1 成田 1,288 香港・啓徳 1,564 香港・香港 2,479
2 フランクフルト・マイン 989 成田 1,562 成田 1,942
3 香港・啓徳 957 マイアミ 1,351 ソウル・仁川 1,674
4 ソウル・金浦 796 フランクフルト・マイン 1,262 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ・ﾁｬﾝｷﾞ 1,638
5 ﾆｭｰﾖｰｸ･ｹﾈﾃﾞｨ 779 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ・ﾁｬﾝｷﾞ 1,191 アンカレッジ 1,483
6 マイアミ 755 ﾆｭｰﾖｰｸ･ｹﾈﾃﾞｨ 1,160 フランクフルト・マイン 1,457
7 ロンドン・ヒースロー 748 ソウル・金浦 1,142 台北・中正 1,369
8 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ・ﾁｬﾝｷﾞ 719 ｱﾑｽﾃﾙﾀﾞﾑ・ｽｷﾎﾟｰﾙ 1,083 マイアミ 1,248
9 台北 702 ロンドン・ヒースロー 1,032 ｱﾑｽﾃﾙﾀﾞﾑ･ｽｷﾎﾟｰﾙ 1,240

10 ｱﾑｽﾃﾙﾀﾞﾑ・ｽｷﾎﾟｰﾙ 695 パリ・ｼｬﾙﾙ・ド・ｺﾞｰﾙ 827 ﾆｭｰﾖｰｸ･ｹﾈﾃﾞｨ 1,236

1992 1996 2003

1992 1996 2002
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図表－1.⑦.6 わが国の国際海上コンテナの海外フィーダー輸送比率 
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注）各年 1 ヶ月間の輸出入コンテナ貨物流動調査による海外フィーダー比率 

（海外の港湾を経由して目的地まで輸送をした輸出入コンテナ貨物の比率） 

出典：「全国輸出入コンテナ貨物流動調査」をもとに作成 

 

図表－1.⑦.7 爆発的な成長をみせる上海港 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：上海港は中国交通部公表値、日本全体は「数字で見る港湾」 

2001 年以降は「Containerization International Yearbook（1TEU=標準コンテナ 1 個）をもとに作成 
 

図表－1.⑦.8 上海・洋山（ようざん）新港プロジェクト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国土交通省港湾局資料 

 

 

 

 

 

 

上海市南東海上約３０ｋｍ沖合の小洋山・大洋山群島を埋め立てて一大コ
ンテナ基地とする計画

上海市南東海上約３０ｋｍ沖合の小洋山・大洋山群島を埋め立てて一大コ
ンテナ基地とする計画

・コンテナバース：５０バース、２１，２００ｍ
・計画取扱い能力：２０百万TEU
・需要予測：０５年：１０百万TEU、１０年：１３～１５百万TEU
・東海大橋（全長３５ｋｍ、スパン２７．５ｋｍ、４車線）で本土と結ぶ

【参考】東京港（大井）－横浜（本牧）海上距離：約３０ｋｍ
・課題：稼働率の維持（台風・冬季季節風による港湾の不稼動）

東海大橋
全長約３５ｋｍ

小洋山・大洋山位置図

洋山Ⅰ期Ⅱ期
計画イメージ

注）下記図表については参考資料を参照 

図表－参 1.⑦.1 主要な国際港湾及び国際空港の整備状況 

図表－参 1.⑦.2 アジア諸国の主要港湾のコンテナ取扱量 

図表－参 1.⑦.3 わが国の主要港湾の基幹航路便数 

図表－参 1.⑦.4 上海経済圏と中国全土、日本との比較 

図表－参 1.⑦.5 世界主要空港の空港利用料金比較 

・コンテナバース：50 バース、21,200m 

・計画取り扱い能力：20 百万 TEU 

・需要予測：05 年 10 百万 TEU、10 年 13～15 百万 TEU 

・東海大橋（全長 35km、スパン 27.5m、4 車線）で本土と結ぶ 

  【参考】東京港（大井）－横浜（本牧）海上距離：約 30km 

・課題：稼働率の維持（台風・冬季季節風による港湾の不稼動） 
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⑧安全・安定面で課題を残す国土空間 

日本の国土は、南北に約 3,000km と細長く、主たる四島は海峡にへだてられ、中央に

は脊梁山脈が走り、山地部が約 3分の 2を占め、地域が大きく分断されている。 

さらに、世界有数の地震国であり、地震災害、津波の脅威に常にさらされている。ま

た、季節的な豪雨、豪雪、高潮、風浪にも見舞われやすい。このような、脆弱な国土条

件の下で、わが国の文化が育まれ、人々の営みがなされていることを再認識する必要が

ある。 

自然条件から人々の暮らしや経済活動を守り、国土からの恵沢が得られるよう、引き

続き、耐震性・耐火性の強化、情報の適切な伝達手段の確保などに配慮し、社会資本な

どの基盤の整備、更新を適切に行う必要がある。その際、最新の観測技術やユビキタス
＊ネットワーキング技術を駆使し、災害予知、災害箇所の発見、被災者の救援・救助、

災害復旧、生活再建などを迅速かつ的確に行う必要がある。なお、地震への備えを高め

ていくことは、国際的な面では、わが国のカントリーリスク＊の軽減につながる。 

また、エネルギー、食料の多くを輸入に依存するわが国では、国際関係の変化や海外

の食の安全に関する問題がたちまち国民生活や社会・経済に影響を及ぼす危険性がある。

上流から下流に至る一貫した水資源の管理、食料の安定供給など国土からの恵沢を持続

的、安定的に得られるよう、国土の利用、保全に努める必要がある。 

また、国民生活や生産活動に不可欠な国際海上輸送については、その航行の安全確保

に努める必要がある。 

 

図表-1.⑧.1 M5 以上の地震発生箇所プロット（日本列島とその周辺 1926 年～1995 年、深さ 100km 以浅） 
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出典：気象庁データをもとに作成

出典：地震調査研究推進本部 
ホームページより作成 

日本の面積は地球表面の
0.1%であるのに対し、日本
周辺で解放される地震エネ
ルギーは世界全体の 10%に
相当するといわれている。
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⑨移動の安全と自律移動性の向上 

道路上の交通事故については、平成 15 年には昭和 32 年以来 46 年ぶりに、死者数が

8,000 人を下回ったものの（平成 16 年はさらに 344 人減少し、7,358 人）、歩行者と自

転車乗用中の死者の割合が約 4 割と、欧米に比べ高くなっている。高齢社会に対応し、

安心して歩きやすい生活空間としていくためにも、道路交通の安全性を一層高めていく

必要がある。一方、鉄道事故については、輸送人キロあたりの交通事故死傷者数は極め

て低いが、ひとたび発生すると多大な被害が生じるおそれがある。今後とも、関係機関

の連携を深め、陸・海・空にわたる国民の移動時の安全性の確保に努める必要がある。 

また、少子高齢社会にあっても、多くの国民の社会参画によって、国全体を支え合っ

ていく社会とするためには、ユニバーサルデザインの考え方に基づく社会インフラの改

善、更新を行い、人々の自律的な移動を支援していく必要がある。 

 

図表－1.⑨.1 交通事故死者数に占める歩行者・自転車利用者の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表－1.⑨.2 交通バリアフリー法に基づく基本構想の受理件数推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国土交通省総合政策局資料 

 

 

 

日本における交通事故死亡者数の推移 

（24 時間以内死者数） 

出典：（財）交通事故総合分析センターデータをもとに作成

各国の交通事故死者数に占める歩行者・自転車利用者の割合 

（30日以内死者数） 
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⑩交流・連携を重視する国土観の醸成 

全国的な交通ネットワークなどの形成により、経済・社会活動が広域化し、『地域ブロ

ック』間の相互補完、依存関係が深まってきた。 

また、世論調査などで国民の価値観の変化をみると、心の豊かさを重視し、地方圏で

の居住やマルチハビテーション＊など多様なライフスタイルのニーズも高まってきてい

る。 

一方、今後、グローバル化の進展、地球環境問題への対応、人口減少、少子・高齢化

の急速な進行、投資余力の低下などにより、国土管理上の厳しい条件が課せられてくる。 

このような状況下にあっても、わが国全体としての国際競争力の向上のみならず、そ

れぞれの地域の国際競争力や魅力を高め、次世代に継承できるより安全で美しい活力あ

る国づくりを目指す必要がある。 

そのためには、それぞれの地域の主体的な取り組みにより、一体感と独自性を有する

自立した『地域ブロック』を形成し、そのもとに多様性のある生活の質が確保されたま

とまりのある『生活圏域』と多面的機能を保持する『自然共生地域』が相互に交流・連

携しあっていくという国土観の醸成が期待される。 

 

 

図表－1.⑩.1 心の豊かさ・物の豊かさ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：内閣府「国民生活に関する世論調査（平成 14 年）」をもとに作成 
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